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第 74 回セメント安全衛生大会日程

期　　　間　　2025年６月12日（木）、13日（金）
場　　　所　　東京証券会館ホール（東京証券会館8階）

　　　　　　　第 1日《 6月12日（木）》

第 1 部	 	 14：00〜15：00
1.　開　会　式	 14：00〜14：30

　　　　　開会の挨拶	 　　セメント協会　　　　会長
　　　　　安全衛生対策委員会活動報告	 　　安全衛生対策委員会　委員長
　　　　　来賓祝辞	 　　厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課長
	 	 　　中央労働災害防止協会理事長

2.　表　彰　式	 14：30〜14：55
　　　　　安全衛生優良事業場表彰

3.　大 会 宣 言	 14：55〜15：00

第 2 部　　特別講演	 15：10〜16：10
ヒューマンエラーを防ぐワンランク上の秘策
Efyees（エフィーズ）株式会社　代表取締役
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第 3 部　　交 流 会	 16：30〜17：40
　　　　　　会場は同ビル7階「ホテルオークラレストラン，ニホンバシ」

　　　　　　　第 2日《 6月13日（金）》

第 4 部　　研究発表	 9：20〜15：00
1.　衛生部会（研究課題）	 9：20〜11：35
2.　安全部会（研究課題）	 12：45〜15：00

第 5 部　　閉　会　式	 15：05〜15：10
　　　　　　閉会の挨拶	 　　セメント協会　専務理事
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〈特別講演〉

ヒューマンエラーを防ぐワンランク上の秘策

Efyees（エフィーズ）株式会社
【建設業専門】安全育成コンサルタント
代表取締役
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プロフィール：	明治大学理工学部建築学科を卒業後、建設会社にて10年にわたりマンション等の
建築現場監督を務める。延べ5,000名以上の職人を監理・統率してきた経験を活かし、
人材育成の専門家として独立。現場監督の経験と独自の研修スタイルで「やる気」「自
主性」「責任感」を育てる建設業人材育成の手法が注目を集め、業界新聞にも掲載
される。主に企業向けの人材育成研修や安全大会の講演（延べ12,000名以上）、組
織活性コンサルティング、経営者向けコーチング等を実施し、お客様の売上大幅アッ
プを実現するなど、高い評価を得ている。

得 意 分 野 ：	コーチング、ファシリテーション、職場の心理的安全性、安全教育、	
メンタルヘルス、ハラスメント、ビジネスマナー、リーダーシップなど

略　　　　歴：	2000年4月〜：大手建設会社（3社）にてマンション等の施工管理業務に携わる	
2013年4月〜：建設業を中心とした人材育成コンサルタントとして独立	
2017年6月〜：法人設立/ 研修講師/ 講演家/ コンサルティング/ コーチング等

講演･研修実績等：	総合建設業、ハウスメーカーなど/ 安全大会の講演実績（12,000名以上）	
2022年9月　安全小冊子『整理整頓・点検整備・作業手順のポイント』（清文社）	
2020年1月　社内活性化のためのユニークな取組みで業界新聞に掲載

資　　　　格：国家資格　一級建築士、一級建築施工管理技士
民間資格　建設業等における熱中症予防指導員・管理者研修講師養成講座修了

（建災防）
NLP マスタープラクティショナー（全米NLP 協会認定）
ハラスメント相談員Ⅱ種（日本ハラスメントカウンセラー協会）
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健康管理の取り組みについて

琉球セメント株式会社
屋部工場	総務部	総務課　久貝　和也

１．はじめに
当社は、昭和34年9月、沖縄県内唯一のセメント製造会社とし

て誕生しました。本社は沖縄県浦添市、名護市に屋部工場があり
ます。
「郷土の資源で郷土をつくる」の経営理念のもと、昭和40年のセ

メント初出荷から50年以上、沖縄の社会基盤整備の一翼を担って
います。

資源リサイクル事業の更なる強化に努め沖縄になくてはならな
い企業を目指しており、またSDGs の達成に貢献し、持続可能な社会の実現と会社の成長の両立を図っ
ています。

地域社会との共生を大切にし、地元のイベントやスポーツ大会への協賛等さまざまな社会貢献活動
を行っています。これからも沖縄の発展と県民の豊かな暮らしに貢献し続ける企業として挑戦を続け
ています。

図1　経営理念

２．屋部工場の概要
屋部工場は、沖縄本島の北部地区にある人口約6.5万人、那覇市から約80km の名護市に位置してい

ます。名護市は、温暖な気候で豊かな自然に囲まれており、日本で最も早い「さくら祭り」や北海道
日本ハムファイターズのキャンプ地としても有名です。近隣には国営沖縄記念公園があり、公園内の
美ら海水族館には1年を通して大勢の観光客が訪れています。また、沖縄本島北部の新たな観光スポッ
トとして、大型テーマパーク「ジャングリア沖縄」が今年7月にオープンします。地域経済の活性化、
観光客の誘致等が期待されています。

図2　本社・工場位置

本社（浦添市） 屋部工場（名護市）

− 7 −



⑴　従業員数と年齢構成
屋部工場の従業員数は、2025年3月末現在、男

性52名、女性6名（契約社員含む）の計58名で
平均年齢は39.7歳となっています。年齢構成では
20代28％、30代24％、40代28％、50代以上が
20％となっております。概ね均等な年齢構成と
なっています。

図3　従業員数と年齢構成

⑵　安全衛生管理組織

図4　安全衛生組織図

３．安全衛生活動の理念及び方針
屋部工場での安全衛生活動は「郷土沖縄にある「命

ぬち

ど
ど

ぅ
ぅ

宝
たから

」の精神を基本理念にし、働く者の安全
確保、また健康の増進に向け、必要な資源を投入し「あなたの命、あなたの安全、あなたの健康がもっ
とも大事」な職場作りに努めます」を基本理念において、従業員および協力会社と一体となって安全
衛生活動を推進しています。また、安全衛生方針としては、

①　	従業員との良好なコミュニケーションのもと、危険又は有害要因を明確にし、安全の確保、労
働災害の防止に取り組む。

②　労働安全衛生関係諸法令を遵守するとともに、社内規定、基準に基づき従業員の安全を確保する。
③　	労働安全衛生マネジメントシステムの適切な実施及び運用により、継続的に安全衛生水準の向

上を目指す。
④　快適な職場環境の形成を図るとともに従業員の健康保持増進に努める。
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屋部工場安全衛生目標及び計画（案）（２０２５年～２０２６年） 琉球セメント㈱屋部工場

理念「琉球セメント株式会社屋部工場は、郷土沖縄にある「命どぅ宝」の精神を基本理念にし、働く者の安全確保、また健康の

　　　　増進に向け、必要な資源を投入し、「あなたの命、あなたの安全、あなたの健康がもっとも大事」な職場作りに努めます。
安全衛生方針

１、従業員との良好なコミュニケーションのもと、危険又は有害要因を明確にし、安全の確保、労働災害の防止に取り組む。

２、労働安全衛生関係諸法令を遵守するとともに、社内規程、基準に基づき従業員の安全を確保する。

３、労働安全衛生マネジメントシステムの適切な実施及び運用により、継続的に安全衛生水準の向上を目指す。

４、快適な職場環境の形成を図るとともに、従業員の健康保持増進に努める。

５、従業員に対し、安全衛生教育、諸活動を通し、安全衛生意識の向上を図る。

６、本方針の実行に当たっては適切な経営資源を投入し、効果的改善を継続的に実施する。
2025年 2026年

重点実施項目 方策 目標 推進部署 実行担当 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの実施・運
用 目標・計画の策定 － 事務局 事務局

原案作成

事務局 各部署

意見集約

事務局 安全衛生委員会

　　審議

事務局 工場長

　　　　　承認　

2
第19期（2025～2026）
リスクアセスメント 低減対策案の実施と進捗報告

毎月、安全衛生委員会で進捗報
告 事務局 各部署

実施

3
第20期（2026～2027）
リスクアセスメント 実施と対策案の決定 － 各部署、事務局 各部署

リスクアセス実施報告書のチェック

各部署

実施事項の選定

4 各階層でのパトロール 安全衛生委員会巡視 月1回 総務課 安全衛生委員

衛生管理者巡視 週1回 総務課 衛生管理者

産業医巡視 月1回 総務課 産業医

安全週間巡視 年1回 総務課 委員

衛生週間巡視 年1回 総務課 委員

休転整備期間ﾊﾟﾄﾛｰﾙ 休転整備期間毎日1回実施 工務課 工務課

5 日常的安全衛生活動 ヒヤリ・ハット報告 各課で目標を作成 各部署 各個人

改善提案活動の報告 月1件／各課 各部署 各個人

安全会議（ＫＹＴ含） 月1回 各部署 各部署

作業環境測定（粉塵） 年2回実施 総務課 総務課

重点事項の実施 別紙の通り、毎月実施、報告 事務局 各部署

声掛け運動の実施 月1回 事務局 安全衛生委員

事務所及び現場控室の清掃 週1回 工務課 工務課

花金　ｸﾘｰﾆﾝｸﾞの実施 週1回 品質管理室 品質管理室

文　書　番　号

OA073701

毎週金曜日、修理工場他現場の点検、清掃活動を行う。

毎週金曜日に骨材調整室，物理室及び分析室の点検，清掃活動を行う。

総括安全 衛生管理者 OSHMS OSHMS

衛生管理者 事務局長 事務局

重点実施項目 方策 実施目標 推進部署 実行担当 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

7 教育 ビデオ学習会、安全･衛生講話 年２回実施 総務課 総務課

安全週間 衛生週間

新規入構者に対する教育 － 総務課・各部署 総務課・各部署 随　　　時

休転整備時特別教育 － 工務課 工務課 随　　　時

外部講習 － 総務課 総務課

8 その他イベント 安全衛生視察 年1回実施 総務課 安全衛生委員

セメント安全衛生大会 年1回実施 総務課 総務課

北部地区安全衛生管理推進大会年2回実施 総務課 総務課

沖縄県産業安全衛生大会 年1回実施 総務課 総務課

全国産業安全衛生大会 年1回実施 総務課 総務課

1 健康診断 34歳以下健康診断 － 総務課 総務課

人間ドック（35歳以上） － 総務課 総務課

定期健康診断（全員） － 総務課 総務課

塵肺健康診断 総務課 総務課 （管理区分1の従業員は3年に1回に開催）

2 保健指導 健診事後相談（保健士） － 総務課 総務課

3
産業医による健康面談・指
導 直接面談（1対1） 1回／1ヶ月実施（事務所内） 総務課 総務課

4 インフルエンザ予防接種 一斉接種 希望者全員実施 総務課 総務課

5 こころの健康づくり こころの健康づくり計画 計画の作成・実行 総務課 総務課

ストレスチェック 年1回実施 総務課 総務課

1 設備維持 消防設備自主検査 年2回実施 総務課 総務課

消防設備機器点検 年2回実施 総務課 総務課

総合 総合

2 火災予防 火災予防自主点検　（日常） 各部署毎日実施 総務課 各部署 消防計画に基づき毎日行う。

火災予防自主点検　（定期） 年2回実施 総務課 各部署

消防訓練 年1回実施 総務課 各部署

3 教育 危険物保安監督者 － 総務課 選任者 3年に1回の保安講習

健
康
管
理

防
災
管
理

安
全
衛
生

安全管理者

図5　安全衛生目標及び計画

４．安全衛生活動の取り組み
⑴　定期健康診断

従業員の健康状態を把握するために、定期的な健
康診断を実施しています。沖縄県の有所見率（令和
5年）は70.8％で12年連続全国最下位から抜け出し
ましたが、全国ワースト2位となっており、製造業

（81.8％）が、全業種平均値（70.8％）を超えていま
す。

そして、屋部工場では73％（令和5年）となって

⑤　従業員に対し安全衛生教育、諸活動を通し安全衛生意識の向上を図る。
⑥　本方針の実行に当たっては適切な経営資源を投入し効果的改善を継続的に実施する。
の6項目を掲げています。

表1　有所見者と有所見者率の推移
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おり、高い数字となっています。令和6年の有所見
率は63％と下がりましたが、高めに推移している
ため、動向を注視していきます。

健康診断の結果、有所見となった従業員に対して
は再検査の受診を促しています。また、インフルエ
ンザ予防接種費用の補助も実施しています。

弊社は、令和3年に「うちなー健康経営宣言」をし、
従業員の心と体の健康は、仕事へのモチベーション
や生産性の向上、企業の発展に繋がると考え、従業
員の健康維持増進への支援に積極的に取組み、安全・
健康な職場環境の実現に取組んでいます。
（「うちなー健康経営宣言」とは、沖縄県内の事業

場が、従業員の健康を重要な経営資源と捉え、健康
増進に積極的に取り組むことを表明する取り組みで
す。この宣言は、沖縄県、沖縄労働局、沖縄県医師
会等の関係機関が連携して推進しています。）

⑵　安全衛生教育
従業員の健康意識を高めるために、安全衛生教育を実施しています。

昨年の10月の労働衛生週間には「各課においての朝の体操励行および
衛生点検を行う」「安全衛生委員会及び協力会社責任者による職場巡視
の実施」「衛生に関する諸行事の実施」の３項目について実施していま
す。

そして、従業員、協力会社を対象にした救命法学習会を開催し、
AED	の使用方法、心肺蘇生法、人工呼吸、異物除去の方法等を学びま
した。また、昨年3月、4月にはセメント輸送協力会社を対象にした安
全運転講習（教育）も実施しています。

図6　有所見者数、有所見率

0

50
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0

50

100

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

有所見者 有所見率

図7　うちなー健康経営宣言

写真1　救命法学習

表2　安全衛生教育内容

日付 教育内容 講師

令和4年10月 安全講話「安全運転講習」 大同⽕災海上保険㈱

令和4年10月 ビデオ学習会「心肺蘇生とAED の使い方」

令和5年7月 ビデオ学習会「重機が襲う！⾶来・落下・激突・はさまれ・その威力！」

令和5年10月 ビデオ学習会「職場の作業管理」「睡眠とメンタルヘルス」

令和5年12月 防災講話「災害への備え」 日本⾚⼗字社

令和6年7月 安全講話「挟まれ・巻き込まれ・転落等の災害防止について」 労働基準監督署

令和6年12月 救命学習会「AED・心肺蘇生・人工呼吸・異物除去等について」 名護消防署
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⑶　メンタルヘルスケア
従業員のメンタルヘルスに配慮し、ストレスチェックと面

接指導の実施を毎年11月に実施しています。従業員のスト
レスの状況について気づきを促し、個人のメンタルヘルス不
調のリスクを低減させるとともに、検査結果を集団ごとに集
計・分析し、職場におけるストレス要因を評価し、職場環境
の改善に向けて取り組んでいます。

また、ノー残業デーを毎月第2、3水曜日に実施しており、
従業員が安心して働ける環境を整備しています。

⑷　健康増進活動
生活習慣病のリスクの高まりが注目される中、屋部工場にお

いても健康診断における有所見率の高さが懸念されています。
従業員の健康増進と活気に満ちた職場環境を形成すべく、既設
の健康増進室の整備を行いました。壊れた器具の撤去、修理修
繕を行い、空いているスペースに新しい器具（懸垂器具、バー
ベル）を導入しました。ストレッチ方法や運動に関するメリッ
ト効果の記事を壁に掲示し、職員の利用率向上を図っています。
定期的に消毒、清掃も行い清潔を保った状態を維持しています。

⑸　その他の取り組み
事務所内の職場環境改善、職員の健康に対する意識向上、

取り組み支援として、当工場には空気清浄機19台、血圧計4
台を設置しています。毎朝、始業開始時間の10分前にはス
トレッチ体操を続けており、職員の健康管理・改善に努めて
います。

５．地域貢献活動他
⑴　名護市長杯争奪全島ハーリー大会

名護市で開催される「名護市長杯争奪全島ハー
リー大会」に参加しています。本番に向けて練習
を積み、多くの従業員や、その家族も応援に駆け
つけ、大会後は懇親を深めるためのバーベキュー
も行っています。

図8　掲示例

写真2　健康増進室

写真3　血圧計、空気清浄機

写真4　名護市長杯争奪全島ハーリー大会
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⑵　工場見学会
会社の活動や取り組みに理解を深めてもらうことを目的に工場見学会を実施しています。また、毎

年7月に行われる「県産品奨励月間」（沖縄県工業連合会主催）事業の一環としての「ふるさと企業
訪問」「県産建材・リサイクル関連企業訪問」の受入も行っています。

そして、従業員の家族を対象とした工場見学会も実施しています。

写真5　屋部工場見学

⑶　ビーチクリーン活動
屋部工場周辺の環境美化活動として、役職

員とその家族および協力会社など約100名が参
加し、屋部工場前のビーチ及び沿岸部の道路
沿い歩道の清掃活動を行っています。当日は、
地元新聞記者へ活動内容を取材していただき、
美化活動の取組が紹介されています。

図9　“ 琉球セメントビーチを清掃”
沖縄タイムス2023.5.2

写真6　ビーチクリーン活動

− 12 −



⑷　さくら祭り
毎年１月下旬に名護城跡で行われる「名護さくら祭り」。当工場は、地元企業として名護市を盛り

上げていこうと毎年参加しています。多くの従業員が参加して街中を練り歩く仮装行列は市民の皆さ
んから大変評判で、１年の始まりを楽しく彩っています。

写真7　名護さくら祭り

⑸　献血活動
地域貢献活動の一環として、毎年定

期的に献血車を屋部工場に招き、献血
活動への協力を行っています。2024年8
月には、沖縄県と日本⾚⼗字沖縄県支
部主催の献血運動推進功労者表彰式に
て、沖縄県知事表彰を受賞しました。

６．おわりに
環境の変化に応じて、当工場は迅速かつ柔軟に対応できるよう心掛けています。
一方、これまで継続してきた良き取り組みは継続して進めていき、安全衛生活動を通じて、職員の

知識や意識を高め、労働災害の防止や健康被害の予防につなげていきます。
また、職場間の交流、人と人との繋がりを大切にして心の健康へも配慮して、これまで以上に良い

職場環境を目指して努めていきます。

写真8　表彰状他

図10　�“屋部工場に知事賞”�
セメント新聞　�
2024.10.24
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大船渡工場の衛生活動

太平洋セメント株式会社
大船渡工場　業務部	総務課　森　享男

１．工場の概要
◇	当工場は、岩手県沿岸南部の大船渡市に位置し、1937年（昭和12年）に東北セメント㈱大船渡工

場として操業を開始。
◇	これまでに、2度の津波（1960年のチリ地震津波、2011年の東日本大震災）を経験。東日本大震災

では、工場を復旧する傍ら、津波によって破壊された災害廃棄物の処理を積極的に進め、大船渡
市とともに復興を果たす。

◇	主要設備であるキルン2基を有し、生産数量は年間200万トン。主に普通セメント・中庸熱セメント・
低熱セメントを製造し出荷。

写真1　工場全景
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２．従業員数と年齢構成
従業員数は、2025年3月末現在で210名。（男性：203名、女性7名）
平均年齢は41歳で年齢構成は以下の通り。衛生関係業務を担当する業務部総務課の年齢構成につい

ても、7名中4名が定年を目前に控える50代後半であることから、業務の引継ぎを前提としたマニュア
ル化を進める必要がある。

図1　工場全体の年齢構成

表1　業務部総務課の年齢構成

年代 人数 割合（％）

20代 2 28.6

30代 0 0.0

40代 1 14.3

50代 4 57.1

計 7 100

３．衛生管理組織体制
本社健康経営活動計画および衛生管理方針を基に工場衛生管理方針（案）を作成。工場安全衛生委

員会にて決定後、活動計画に則り各部署で推進している。

図2　活動計画の推進方法

太平洋社
衛生管理方針
太平洋社
衛生管理方針

太平洋社
健康経営活動計画
太平洋社
健康経営活動計画 工場

衛生管理方針
工場

衛生管理方針
工場

安全衛生委員会
工場

安全衛生委員会
工場

各部署で推進
工場

各部署で推進

４．当工場の衛生管理
当工場は、いわゆる3管理（作業環境管理・作業管理・健康管理）について、衛生管理方針（活動計

画）に則り、担当部署である業務部（衛生管理者・衛生担当者）が主となって以下の活動を進めている。

図3　衛生3管理
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５．2024年度の主な取り組み（紹介したい取り組み）
1）作業環境測定結果（粉じん）が第3管理区分となった場合の対応（粉じん則第26条関連）
（1）　2024年9月に実施した粉じん作業環境測定で結果が『第3管理区分』となった場所

表2　作業環境測定結果

第3管理区分となった場所 設備 過去に第1・2管理区分に
なったことがある箇所

珪石破砕室（3階） 珪石を篩分ける設備 なし
珪石破砕室（2階） 珪石を破砕する設備 なし
珪石破砕室（1階） 珪石を輸送する設備 なし
新サイロ引出室 サイロから引出したセメントを輸送する設備 あり
出荷包装室（パッカー） セメントを袋詰めし、輸送する設備 あり

珪石破砕室（1・2・3階）は、作業環境測定における管理濃度が非常に厳しいことから、少しの
発塵で『第3管理区分』となってしまう。当該場所の管理部署は、QC 活動などで幾度となく発塵
対策を講じてきたが、これまで1度も『第3管理区分』を打破することは出来ていない難所である。

表3　作業環境測定の管理区分

管理区分 状態
1 作業環境濃度が適切であると判断される状態
2 作業環境濃度には点検や改善の余地があると判断される状態
3 作業環境濃度が適切でないと判断される状態

⑵　第3管理区分となった場合の対応（粉じん則第26条関連）
法改正により、2024年4月から作業環境測定結果が『第3管理区分』となった場合は、以下の対応

が義務付けられた。
大きく変更となったのは『外部の作業環境管理専門家（以下外部専門家）の意見を聴き改善を実施

する』という部分である（下記の網掛け部分）

図4　第3管理区分となった場合の対応の流れ
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⑶　外部の作業環境管理専門家からの意見聴取（珪石破砕室1階のケース）

図5　外部専門家からの意見聴取

	◇	外部専門家は、当工場の作業環境測定を実施し状況を熟知している作業環境測定士に依頼。
	◇	外部専門家からの意見聴取には、設備を管理する当該部署、管轄部署（製造部）、業務部（衛生

担当部署）が出席し、それぞれの立場から率直な意見が出された。
	◇	これまでは、当該部署のみで発塵防止や堆積粉じん⾶散防止などの作業環境改善に取り組んで

いたが、当該部署・管轄部署・外部専門家・業務部（衛生管理部署）の4者による意見交換によっ
て、これまでの作業方法見直しとそれに伴う設備改善を行い『運転中立入禁止（無人化）』とい
う新たな発想が生まれた。（下記参照）

現状 今後

◆運転時は、必ず点検・作業
　（主な点検内容）
〇シュートの詰まり確認・除去（検出器有）
〇ベルトコンベアの蛇行有無
〇ベルトコンベアのスリップ有無

〇駆動ギア・モーター点検（毎日）

◆運転中は、立入禁止（無人化）
　（具体的方策）
〇詰まり検出器回路変更
〇蛇行検出器新規取り付け
〇スリップ検出器回路変更
※上記検出器が作動した場合のみ点検・処置
〇駆動ギア・モーター点検
※2週間に1回・5分程度

表4　珪石破砕室（1階）の作業方法

◇	作業環境測定は『常時』粉じん作業に従事する作業場が該当となるが、駆動ギア・モーター点検
の頻度が2週間に1度、且つ1回あたりの点検時間が5 〜 10分となったことで『常時』の定義か
ら外れ、作業環境測定の対象外となった。

◇	運転中立入禁止（無人化）となったことで、作業者がじん肺に罹るリスクを大幅に低減させるこ
とが出来た。

◇	珪石破砕室（1階）以外の箇所についても、4者による意見交換によって出された改善策を実施し、
珪石破砕室3階が第2管理区分、出荷包装室が第1管理区分、珪石破砕室2階については、第3管
理区分ではあるが、改善の方向性が確認できたことから、更に対策の精度を上げ、次回測定時に
は是非とも成果を出したいと考えている。
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表5　対策実施後の作業環境測定結果

第3管理区分となった場所 前回の測定結果 対策実施後の測定結果

珪石破砕室（3階）

第3管理区分

第2管理区分

珪石破砕室（2階） 第3管理区分

珪石破砕室（1階） 無人化

新サイロ引出室 現在対策実施中

出荷包装室（パッカー） 第1管理区分

2）健康増進の取り組み
近年、こころの病気は増え続けていて、生涯を通じて5人に1人がこころの病気に罹るともいわれ

ている。こころの病気は、特別な人が罹るものではなく、誰でも罹る可能性がある病気であることか
ら、職場におけるメンタルヘルスの取り組みは、非常に重要である。メンタルヘルスの取り組みの一
つとして当工場が力を入れているのは、心身のリフレッシュを目的とした厚生行事の企画・開催である。

⑴　当工場の厚生行事組織体制

図6　厚生行事委員会組織図

⑵　当工場の厚生行事
工場の厚生行事は、年間を通じて5から6回程実施している。行事の企画にあたっては、『本社の

健康経営活動』、『地域行事』、『行政との連携』、『工場従業員のニーズ（趣味の多様性）』、『互いに
WINWIN となること』などを考慮している。

◇太平洋社健康経営の取り組み『秋ウォーキングイベント』
太平洋社健康経営活動の一つとして、春と秋にウォーキングイベントを開催。期間は1か月と

いう長丁場であるが、沢山の方が積極的に参加し、職場だけでなく家庭でも家族と一緒に『1日
8000歩クリア』を目標に楽しく取り組んで頂いた。

また、協力会社からも多数の方（142名）に参加頂くなど、本イベントは取組期間、参加人数、
参加率という意味で大船渡工場最大のイベントとなった。
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写真2　ウォーキングイベント※バーベキューでは、大船渡市食生活
改善推進委員から減塩汁物と健康レシ
ピを提供頂いた。（行政との連携）

・実施期間：2024年10月1日−31日
・対象者：工場従業員・協力会社社員
・参加者数：186名
・参加率：：88.6％
< 工場独自企画>
・工場表彰
・碁石海岸ウォーキング&
　　　　　　　　　　バーベキュー

◇地域行事への積極的参加『大船渡夏祭り　道中踊り』
大船渡市商工会議所を中心とした実行委員会が主催する

大船渡市最大の祭りで、当工場も祭を盛り上げるべく毎年
参加している。

・実施時期：毎年8月
・対象者：工場従業員
・参加者数：80名
・参加率：38％

◇行政との連係『TAIZAP』（2019年）
これから体を鍛えたいと思っている方を対象に3か月で

理想の体を手に入れる事を目的に『TAIZAP』というチー
ムを立ち上げた。取り組みにあたっては、大船渡保健所が
地元企業を対象に推進している健康セルフサポート事業を
活用し、効率的且つ確実に取り組んだ。その結果、参加者
21名中20名が自身の定めた目標を達成した。

・対象者：工場従業員（希望者）
・参加者数：21名
・参加率：10％
・目標達成率：95％

図7　夏祭りパンフレット

図8　TAIZAP パンフレット
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◇工場従業員のニーズを踏まえた『e −スポーツ大会』（2021年）
これまでのスポーツ大会は、体育館でバレーや卓球など

体を動かす競技が主であったが、近年では『e スポーツ』
もオリンピック競技になるなど盛んになっている。一方、
工場の若手の中にはゲームを楽しみリフレッシュする方も
多いことから厚生行事委員会にて決定し開催に至った。

・対象者：工場従業員（希望者）
・参加者数：53名
・参加率：25％

⑶　厚生行事の効果
◇	毎日忙しく、時間に追われ仕事をしている皆さんが、仕事の手を止めて行事について話をするこ

とで、少しだけ職場が和やかになる。
◇	普段は控えめで大人しいが、スポーツ大会等で活躍し、スポットライトがあたる。
◇	行事を通じて、他部署の人と仲良くなることで他部署との仕事がやりやすくなり、プライベート

での交流も生まれる。

⑷　厚生行事が果たす役割
◇	心身のリフレッシュとバランスの維持。
◇	工場が今後も生産活動を継続していくうえで、行政との連携や地域との共生は必須であるが、厚

生行事はそのような意味においても重要な役割を果たすことが出来る。

図9　eスポーツ大会パンフレット
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６．今後の課題
前述の年齢構成の通り、衛生管理を進める業務部総務課は7名中4名が50代後半であることから、業

務の引継ぎも視野に入れた『マニュアル化』が急務となっている。
その一つとして、衛生が管理・保管する各種書類のマニュアル化を『DX 化』、『労基署対応』、『地域

の特性』等を踏まえ、現在取り組んでいる。
現在、各種書類を管理・保管するうえで課題となっているのは、以下の通り。

< 課題>
◇	同じキャビネット内に保管されている書類が、法的に必要なのか、法に準じているのか、工

場として必要なのかが曖昧。
◇	保存期間の違うものが同じファイルに入っている。
◇	健康診断結果の保存は5年であるが、個人データーは本社データーベースに保管されている

が、産業医が各人の健診結果を確認し指導を受けていることが確認出来るものを紙ベースで
保管する必要がある。（労基署対応）

◇	既に退職された方の健診結果等の資料提供を依頼されたことがあり、過去の書類を破棄しに
くい。（地域の特性）

上記の課題を解決し、次世代を担う後輩たちが、10年後も迷いなく書類を管理・保管できるよう現
在マニュアル化に取り組んでいる。

７．おわりに
衛生活動は多岐に亘るが、最終的な目的は『工場で働く方が健康な身体を維持し、元気に定年を迎

える』ことであり、全ての衛生活動はここに繋がっているべきと考える。
そのためには、現在の衛生活動を進めながら、法改正などに対応し、本来の目的に沿うよう必要に

応じアップデートすることが肝要である。
また、課題の解決にあたっては、外部の専門家や立場の違う方から意見を聴き、多角的に見直すこ

とによって、これまで見えなかったアイデアが出てくるということを今回の活動を通じて再確認する
ことが出来た。

今後も、5年・10年先を見据えながら、本来の目的を見失わず、従業員に寄り添った衛生活動を推進
していく。
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屋内粉塵作業の改善に向けた取り組みの紹介

麻生セメント株式会社
田川工場　品質管理課	　福田　直也

１．はじめに
麻生セメント株式会社は「社会システム変革への貢献」を目指し、安心・信頼される製品と技術を

提供し、安全な社会基盤づくりに貢献することをグループ経営理念として掲げています。麻生セメン
トの社員はこの経営理念達成のために、「安全第一」、「人材育成」、「顧客志向」、「業績志向」の4つの
価値観を柱に、日々の業務に取り組んでいます。当社はセメントの製造工場として福岡県内陸部に田
川工場、瀬戸内海沿岸に苅田工場の2工場を有し、年間240万トン（OPC）の生産能力を持っています。

セメント工場における安全衛生管理の状況は目まぐるしく変化しており、特に2022年より施行され
たʻ新たな化学物質規制ʼは規制される化学物質の追加だけでなく、リスクアセスメントにもとづく
管理体制の構築や保護具使用に関する管理強化( 保護具着用管理責任者の選任) など、取り扱う物質に
関して今まで以上に自律的な管理が求められる傾向に進んでいます。当社においてもSDS のGHS 対応
や工場/SSにおける化学物質リスクアセスメントの実施、自律的管理に向けた取り組みを進めています。
今回は、田川工場品質管理課内で行った粉塵作業環境の改善について紹介します。

２．取り組みのきっかけ　～作業環境測定～
労働安全衛生法第65条第1項	「事業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定

めるものについて、厚生労働省令で定めるところにより、必要な作業環境測定を行い、及びその結果
を記録しておかなければならない」	とあります。品質管理課が業務を行う“試料調整室”はセメント製
品の分析用試料の均一化、縮分等の作業のほか、石灰石や石炭といったセメント製造に使用される原
燃料の分析に必要な前処理（乾燥、粉砕、均一化）を行うため、粉じん発生は避けられない場所となり、
労働安全衛生法施行令第21条に記述される	「土石、岩石、鉱物、金属または炭素の粉じんを著しく発
散する屋内作業場」	に該当します。

2022年10月、品質管理業務の効率化等を目的に、2か所あった試験業務建屋を1か所に集約すること
となり、試料調整室も集約しました。集約先（インカミングラボ、略称ICL）の試料調整室については

写真1　田川工場全景（夜景+ホタル） 図1　麻生の4つの価値観
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作業量の増加を考慮し換気扇の増設を行いましたが、2023年5月、また2024年3月度の作業環境測定で
は、第3管理区分の判定となりました（表１、図２）。2024年4月以降は、第３管理区分の作業場に関
しては新たな化学物質規制に基づく管理強化（外部コンサルへの委託、労働基準監督署への届け出）が
義務化されるのに合わせ、粉塵環境の改善に取り組むことにしました。

表１　試料調整室の粉じん作業環境測定結果の推移

図２　試料調整室の作業環境測定報告書の抜粋
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３．現状把握　～実態把握とモデルケースの構築～
作業環境測定報告書の内容を確認し、試料調整室内で行う作業の粉塵発生量と換気扇の影響を調べ

ることから始めました。粉塵発生量の評価には「デジタル粉塵計」を利用することにしました。当社
はふっ素樹脂PTFE 処理防塵固化材	‘ スーパーソリッドエース’	シリーズを製造しており、品質管理の
一環として「デジタル粉塵計」を用いた製品検査を行っています。保有する予備のデジタル粉塵計を
効果確認に用いることで、データに基づいた対策を進めることができると考えました。

図３　試料調整室の見取図（作業環境測定報告書から抜粋）

主要発生源は部屋中央の作業台と図中下側の各クラッシャーです。図中上側に屋内出入口、下側に
屋外出入口、下側に換気扇（風量8,280m3/h）を設置しています。作業時は下部のドアと左側の窓を半
開し、換気扇を運転しています。作業環境測定時も同様にしていましたが、換気扇稼働状態にもかか
わらず、各箇所の気流は風速0.1m/s 未満で滞留状態という評価でした。開口部の位置が気流にどう影
響するかを確認するため、室内各所に吹き流しを取付け、空気の流れを確認しました。
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表２　各条件における気流の状態

表２より、作業環境測定実施時の状況（表中の条件２）では、左側窓から強い流入があるものの、
気流の測定点（表中の①〜⑤）ではほぼ滞留状態であり、中央作業台で行う作業に伴って発生する粉
塵もその場に滞留している可能性が考えられました。一方、左側窓と下側出入口を開けず、上側出入
口を開放した場合は換気扇に向かって空気が流れる様子を観察することができました。

表２の結果を踏まえて粉塵の⾶散状況を確認するため、以下のモデル作業を実施し、データ収集を
行いました。

モデル作業：セメント試料混合（均一化）
①　セメント	4kg 程度を1分間のうちに混合用のタライに入れる。
②　3分間撹拌する。
③　ダスト払い後静置する

写真２．作業の様子（左：撹拌中、中/右：静置中）

モデル作業の工程①の開始と同時に粉塵計での計測をスタートさせ、1分間隔で10分間LOG 測定し、
粉塵量の推移を確認しました。各条件において、出入口の開閉状況とその際の粉じん発生量をまとめ
たものが表３（参考、条件１〜条件３）、および図４です。
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表３　各条件での粉塵量の比較

換気無での作業状況（条件１）と現状の作業状
況（条件２）は積算値に違いはありますが、推移
は同様の傾向を示しました。空気の流れを改善し
た条件３では作業開始から撹拌中の値は高値を示
しましたが、５分以降の静置では低下傾向になり、
７分経過時点で作業していない状態と同程度のレ
ベルになりました。

４.�改善の試み①　～気流改善、こちらをたてればあちらがたたず～
表３、および図４に示したモデル作業の条件３の結果は当初の我々の予想とは異なる傾向でした。

このような推移になる理由を探ることが改善の足掛かりになると考え、モデル作業を行った時の各地
点での粉塵量を計測してみることにしました。中央作業台で行うモデル作業に対して、室内上側ドア
の近く、作業台近傍（作業場所から見てやや換気扇寄り、作業環境測定B 測定地点近傍）、換気扇の手
前の３か所にデジタル粉塵計を設置し、粉塵量の推移を確認しました（写真３、図５）。

写真３　粉塵計の設置場所（左：上側出入口前、中央：B点近傍、右：換気扇前）

図４　モデル作業における粉塵量の推移
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図５　粉塵計設置場所ごとの粉塵量の推移
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この結果より、粉塵計が風下に位置する場合は気流に乗った浮遊粉塵
に暴露されることになるため、結果として粉塵量が高くなることが分かり
ました。気流の改善は粉塵の滞留量を下げる効果はありましたが、加えて
発生源を抑えることが重要であることが分かりました。

既設の換気扇に市販のフレキシブルダクトを仮組し、簡易的な集塵ダ
クトを作製し効果を確認してみました（写真４）。モデル作業での確認結
果は表３（条件４、条件５）および図6に示す通りで条件４（現状の作業
状況にダクトを追加）と条件５（改善案の状態にダクトを使用した場合）いずれもダクトを使用しな
い場合よりも積算値、撹拌中の発生量ともに低減させることが確認されました。

しかしながら、気流の改善は新たな問題も生じさせました。上側出入口は屋内に繋がっているため、
換気扇運転により

・他の部屋のドアが開きにくくなる。
・分析室の室温が変動する。

他の部屋への影響を避けるためには試料調整
室への空気取入口の設計が必要となります。吸気
側ダクトの設計と設置工事には時間を要すため、
次回の作業環境測定には間に合いそうにありませ
ん。加えて外気をそのまま取り入れると室温は外
気に大きく影響されるようになるため、空調機の
負荷増大、室温に起因する作業環境の悪化が懸念
されることから、空調機にかかわる検討も必要になることが予想されました。

５　改善の試み②　～実作業への落とし込みと負圧集塵機の検討～
モデル作業による検討を踏まえ、実際の業務における粉塵量の推移を確認するため、モデル作業と

同様の手法で評価行いました（試料調整室のコアタイムとなるAM8：00 〜 AM10：00の2時間、１分
間隔でLOG 測定実施）。実作業での評価においては、現状の換気条件（条件2）と４．「改善の試み①」
で示した条件５で比較を行いました。（図7）。セメント試料調整を行う作業台向けの吸塵ダクトは換気
扇カバーに仮組し、天井を這わせるように作業台まで延長させています（写真5）。

写真４　ダクトの仮組み

図６　ダクト使用した場合の粉塵量の推移
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写真５　実作業におけるダクトの仮組み（中央作業台向け）

現状の換気条件でも気流改善とダクトを併用
した場合でも傾向に大きな変化見られませんで
した。粉塵量のピークを示す時間に行われていた
作業を確認すると、原料の粉砕作業が該当してい
ることが分かりました。クラッシャーは相対的に
風下に位置しているため、換気扇直下に位置する
場所での粉塵発生は影響が少ないと想定してい
ましたが、実際の挙動は複雑であり、各々の発生
源ごとにダクトを設置するといった追加対策が
必要と考えられました。

また、モデル作業時に明らかとなった他所への影響や室温変動の影響を緩和するためには、室内の
みで完結できる集塵方法への転換が必要です。作業室内のレイアウトを大きく変えることなく、大掛
かりな工事を必要としない方法として、図8に示す負圧集塵機で検討を進める方針となりました。

図8　検討した負圧集塵機の外観と諸元表（代理店HPより抜粋）

図7　実作業における粉塵量の推移
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合わせて、通常の清掃目的で使用していた掃除機の利用や集塵ダクトの追加等の局所集塵について
も検討しました（写真６）。
・クラッシャー周辺の浮遊粉塵を負圧集塵機で集塵（写真６上段左）
・発生源そのものを掃除機と換気扇に繋いだダクトで局所集塵（写真６その他）

写真6　集塵機設置状況と発生源における局所集塵の様子

上記2つのアプローチで検討した結果が図9となります。

図9　各種対策後の実作業における粉塵量の推移

いずれの作業工程においても粉塵量を300CPM を下回るレベルに抑えることができることが確認で
きました。このレベルであれば作業環境測定においても「第１管理区分」の判定を得ることが可能と
推定できました。
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６．作業環境測定に臨む
負圧集塵機と局所集塵での効果確認の結

果を踏まえ、作業環境測定に臨みました。
当日の作業室内のレイアウトは図10の通り
で、B 測定地点の場所に当社のデジタル粉
塵計も設置させてもらい、クロスチェック
の形をとらせてもらいました。結果は報告
書の抜粋（図11）の通り、見事第１管理区
分の判定を得ることができました。

図11　対策後の試料調整室の作業環境測定報告書の抜粋

７．改善の仕上げ
当初の目的である「粉塵量の低減」は作業環境測定の結果通り達成できました。良好な結果が得ら

れていることを根拠に、恒久対策として負圧集塵機の購入とダクトの常設を設備投資として実行しま
した。

図10　作業環境測定実施時のレイアウト
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図12　設備投資申請書に記載したレイアウト案

今回の改善では換気扇にダクトを仮組して使用していました（図10参照）。室内のみで完結できる集
塵方法への転換を目的に、換気扇に接続していたダクトの代わりに負圧集塵機にダクトを接続する方
法をとりました。

写真7　専用ダクト設置工事の様子（左2枚）と風速確認、筒先ふたの自作

写真７に示すように設置後の風速は1.8m/s あり、適切に使用すれば集塵効果は抜群です。また、使
用していない筒先はふたをすることで他の筒先の風速アップを図れるように工夫しています。

８．最後に
作業環境測定を発端とした一連の改善は設備投資の完了を以って終了しましたが、これで万事解決

ではありません。俗に「４M」であらわされる「MACHINE」「MATERIAL」「MAN」「METHOD」
のうち、この検討で改善されたのは「MACHINE」です。手に入れた設備を効果的に活用するために
はそれを扱う「MAN」の意識と正しい「METHOD」が必要不可欠です。今回の検討に満足すること
なく、今後もさらなる改善に意識をもって日々の業務に取り組んでいきたいと思います。

以上
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高知工場の労働衛生活動について

住友大阪セメント株式会社
高知工場　副工場長兼業務課長　上谷　博則

１. はじめに
住友大阪セメント株式会社高知工場は、高知市から車で40分の須崎市に所在し、太平洋に開けたリ

アス海岸で貨物取扱量は高知県全体の約50％、四国内で第1位を誇る須崎港の東側に面した臨海工場で
ある。

当工場は、1961（昭和36）年に操業を開始した。NSP キルン2基を有し、年間300万t を超えるセメ
ントを生産している。主な生産品種は普通ポルトランドセメント・早強ポルトランドセメント・高炉
セメントに加えて地盤改良用固化材で出荷エリアは国内では主に関東・中部・九州地区湾岸で、更に
当社の輸出拠点工場として生産数量の約1/3を東南アジア、オーストラリア等へ輸出している。また、
高知工場は2基の自家発電設備を有しており2号発電設備は工場の自家用として、3号発電設備はFIT
制度を利用した売電を実施している。

写真１　工場全景

２. 従業員数と年齢構成
当工場の従業員数は136名（2025年3月末現在）となっており、うち女性は7名である。

表1　当工場の年齢構成
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３. 当工場の主な衛生活動
3−1　心と体の健康づくり

１）定期健康診断実施・医師の指示有フォロー
２）ストレスチェック実施・結果フォロー
３）産業医による衛生講話
４）ノー残業デーパトロール、挨拶運動推進
５）献血の協力
６）熱中症予防対策

3−2　場内外環境保全活動
１）環境パトロール
２）美化活動・クリーン作戦
３）環境保全の法的理解の促進（コンプライアンス研修）

3−3　地震・津波対策
１）東日本大震災を経験して

（中央操作室の高台移転・変電所の浸水対策・避難訓練・防災備品・新たな避難場所）
２）能登半島地震からの教訓（防災設備設置・防災備品の拡充）

４. 取り組み事例の紹介
4−1　心と体の健康づくり

１）定期健康診断実施・医師の指示有フォロー
定期健康診断結果の有所見者のうち医師の指示

があった者は40 〜 50名程度で推移していたが、
2024年度後期は30名まで減少した。新型コロナ
ウィルスに対する感染対策を全社的に進めて来た
事で一人一人の健康意識が高まったと推測。また、
有所見者に対しては産業医と面談の上、産業医が
診断結果から考えられることを本人に説明の上、
精密検査を受診するよう促している効果も出ていると考えられる。

２）ストレスチェック実施・結果フォロー
2025年の義務化に伴い毎年9月にストレスチェックを実施しており2024年度は個人のスマート

フォンからも受検可能としweb 化を進めたことで、受検率は95.5→98.5% に上がった。高ストレ
ス結果がでた社員には医師による面接指導を推奨すると共に各課・室毎に組織集計・分析を行い工
場長以下職制課長に結果を共有し部下の業務配分、指導など組織改善の一助としている。

３）産業医による衛生講話
コロナ禍により一時中断していたが2023年度より再開。毎回、医師から見たテーマで講話をい

ただき、毎日の現場作業に生かしている。

図1　定期健康診断結果

人
数

（
人

）

令和 2 年前期～ 6年後期の定期健康診断結果：人
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・2023年度「定期健康診断の結果を見て考えている点」
・2024年度「病院側から見た熱中症の対応について」

写真2　産業医講話の様子

４）ノー残業デーパトロール・挨拶運動の推進
労使協調で長時間時間外労働の削減を目的として毎月第2・4水曜日をノー残業デーに設定し、

パトロールを実施している（当日やむをえず残業をする場合には、振替日を設定することとし、そ
の定着と徹底を図っている）。また、フレックスタイム制を導入・推進して、フレキシブルな労働
時間を実現しており効果として休転月以外の時間外労働の削減に寄与している。

また、春と秋には工場正門で挨拶運動を展開して挨拶を推進している。コミュニケーションが生
まれ、職場内の人間関係の円滑化を期待して取り組んでいる所である。

５）献血の協力
地域医療への協力の一環として高知⾚⼗字血液センターへの献血協力は40年以上にわたり実施

している。この協力もあり、業務課長が高知県及び須崎市の「献血推進員」を拝命しており、年3
回献血車を工場敷地へ設置し積極的に献血へ協力している。

６）熱中症予防対策
年々、平均気温が高くなっていく中、また作業員の高齢化に伴い熱中症のり患リスクが高まっ

ている中で高知工場では直近3年で毎年1件の熱中症災害が発生している。
行ってきた対策3点について紹介する。

①　空調服の導入
空調服着用により発汗の蒸発を促し、体温の上昇を抑制する効果を狙い2023年度に全社員へ

支給を実施した。

②　携帯型暑さ指数計（WBGT 計）の活用
携帯型WBGT 計を用い現場作業前に暑さ指数を測定することにより、作業環境を把握して適

切な作業⇔休憩時間インターバル、水分・塩分補給のタイミングを決めるために活用している。
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③　アイススラリーの試行
作業前に一時的に深部体温を下げる「プレクーリング」効果を期待して2024年度より試行を開

始し使用後にアンケート調査を実施し、熱中症予防対策の一つとして効果が期待できると判断し
たため、2025年度から協力会社含めて工場内で働く労働者に配布する。

4−2　場内外環境保全活動
１）環境パトロール

毎月職制にて環境保全の観点から場内パトロールを実施、問題ありと判断された場合は所定の様
式で指摘報告を行い、毎月実施する環境保全委員会で進捗状況のフォローを行い、特に普段人目に
つかない場所等場内の環境保全に努めている。

写真3　BC下落鉱 写真4　雑草処理

２）美化活動・クリーン作戦
・美化活動

個人では対応困難な箇所の整理整頓清掃及び改善を小集団活動のグループ単位で実施し場内美
化に努める活動を行っている。優秀な6グループには表彰を実施している。

先の「環境パトロール」と「美化活動」により自分たちの職場は自分達できれいに保つ5S の
意識を高める効果が有った。

・クリーン作戦
環境課主催で社員が毎月場内外の側溝、ごみ拾い、草刈

等を実施し場内外の美化に努めている。最近になり地元の
自治会から一緒に活動したいと申し出があり、今後は地域
と一体となって活動を進めていく計画である。地元住民の
方々は普段から工場の状況をよく見ており、このような活
動を通じて地元住民からの信頼を得ることが出来る事は非
常に貴重な事例である。

写真5　場外側溝掃除
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３）環境保全の法的理解の促進（コンプライアンス研修）
年5回各課持ち回りで業務を行うに当たり遵守すべき法的規制、ルールの勉強会を実施し理解を

深め、業務にあたってコンプライアンス違反の未然防止に取り組んでいる。

図2　各課のコンプライアンス研修テーマ

4−3　地震・津波対策
高知工場は下図の通り南海トラフの目

の前に立地しており大地震発生時には津
波の直撃で大きな被害を受けることは確
実であり、人命および設備を守る取り組
みが必須である。これまで行ってきた主
な対策4項目について報告する。

１）東日本大震災を経験して
①　中央操作室の高台への移転

3.11東日本大震災の際に須崎港には大津波警報が発令され、工場横の押岡川が増水した影響で工
場内にも水が入り込み、当時の旧中央操作室まで浸水した。当時の操業停止操作から避難に至るま
でにタイムラグが発生した事を教訓に人命を最優先にしながらも確実で安全なオペレーションを可
能にするために移転を計画。計画時、須崎湾内は最大波高22m の予測があることから海抜3.7m に
位置する操作室を海抜約29m の高台にある場内の旧粘土山を整地して中央操作室を移転した。

写真6　中央操作室移転前後の状況

図3　南海トラフ想定震源域図・・・高知県資料より
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②　変電所の浸水対策
大津波警報発令後キルンを安定的に停止するためには早期の電源喪失を防ぐ事が絶対条件である

ため（初期津波到達時間15分）、工場内にある二か所の変電所に対してそれぞれ高さ4m の防潮壁
を設けて変電所内の受変電設備浸水対策を強化した。

また津波による重要機器の場外流出を防ぐ効果も期待している。

写真7　各変電所への防潮壁設置

③　南海トラフ大地震・津波避難訓練の実施
毎年3月11日に南海トラフ大地震を想定した地震・津波避難訓練を実施している。
地震の揺れがおさまった直後、速やかに高台へと避難する訓練で津波高さ10m が20分で到達す

るとの予想のもとで行っている。高台へ移転した新中央操作室へ場内で働いている全ての労働者が
避難を行い、避難後には点呼をとって避難した人数を確認。また、備え付けの衛星電話を使用して
本社⇔工場間の連絡訓練も合わせて行っている。さらに、3月には本社総務部が中心となり津波を
想定したBCP 訓練も実施し、高知工場も参加している。

写真8　地震・津波避難訓練

（須崎市公表の当工場付近の予測）
津波浸水最大　　10m
津波到達最短　　20分

※津波初期到達は15分（国交省）

④　防災備品の設置
東日本大震災以前より臨海工場のため従業員全員にライフジャケットとサバイバルキットは配布

していたが、東日本大震災以後には新中央操作室へ救出作業機材（バール等）・テント・毛布・カセッ
トコンロ等を備蓄し、更なる備えを行った。

⑤　新たな避難場所の設置
当工場の協力会社である高窯運輸（株）は、工場外に旧中央操作室と同レベルに事務所及び大型
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車の駐車場を設置していたが、南海トラフの備えとして一式高台に移転した（海抜23m）。移転後、
高窯運輸の協力を経て、2022年10月に工場の新たな避難場所として指定。現在は40人×2日分の
非常食を備蓄させて頂いている。

なお、事務所から徒歩での避難時間は、「新中央操作室18分」「高窯運輸11分」であり、また避
難経路において南海トラフ発生時の最大津波予測10m 地点への避難は10分未満であることを訓練
で確認している。

写真9　避難看板

（正門に設置した避難看板）
外部の人でも高窯運輸への避難経路が分かるように写
真付き看板を設置

避難経路に5箇所看板設置
特徴として写真は、その場所から見える避難場所を表
示。経路には5つの看板セット

２）能登半島地震からの教訓
能登半島地震の報道を受け、これまで取り組んできた防災対策について⼗分であるかを現状確認と

共に協議した結果、震災後に報道されていた衛生面の点について非常に欠落していることが発覚した
ため追加対策を講ずることとした。

大きく欠落していたのは「トイレ用水と女性への対応」であった。新中央操作室の上水道は市水道
を使用しており、有事の際は停電等で市水道の供給が遮断され、避難場所のトイレが使用出来なくな
ると想定。

また防災備品を調査した結果、女性用品が全く備蓄されていないことが判明（防災備品の設置当初
は女性従業員6名在籍していた）。さらに、場内に常駐している協力会社の女性人数を把握していな
いことも判明。調査結果として場内に約40名の女性が日々在籍していることを把握した。

地震・津波対策に関しては、世界中で発生している激甚災害の状況を理解し、引き続き人命最優先
の対策を行っていく。

①　防災設備設置
2025年度上期に新中央操作室周辺に次の設備を設置する。
・非常用発電機：浄化槽用、照明、エアコン等
・水タンク：トイレ水
・放送設備改修：有線→無線化バッテリー付き、岸壁地域にスピーカー設置
・軽油スタンド：手動ポンプ設置〈非常用発電機用・重機用燃料〉
※海抜18m にスタンド有

②　備品の拡充
2024年度下期に新中央操作室に防災備品を拡充した。
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・女性用品　・高カロリー食品　・簡易ベンチ　・簡易ベッド
・シャンプー手袋　・ボディーシート

５. おわりに～地域の一員として
1961年の操業開始以来、地域と共に歩んできた。社員、協力会社を問わず親子で或いは親戚で働く

人間も多数おり文字通り「地域の皆様に支えられて来た」。
地域社会とのコミュニケーションが工場運営に不可欠なことは言うまでもないが加えて、地域の方々

に評価され共存し合える工場で有り続ける事がここで働く全従業員の足元を固める基礎となっている。
この良き伝統を次の世代に確実に引き継いでいくためにも安定操業および安全衛生をはじめとする各
種活動をより一層深化させて取り組んで行きたい。

写真10　ゆるキャラグランプリ2016で優勝した須崎市のゆるキャラ「しんじょう君」
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安 全 部 会





災害を防ぐための安全の取組について

太平洋セメント株式会社
埼玉工場　安全担当　山口幸夫

１．はじめに
埼玉工場は埼玉県日高市に立地している内陸工場で、今年度に創業70周年を迎える。日高市には、

高麗川沿いの5.5ヘクタールの河川敷に「500万本の彼岸花」が群生する日本一の彼岸花群生地があり、
毎年、たくさんの観光客で賑わっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉工場 

上磯工場 

大船渡工場 

熊谷工場 

デイ・シイ 

大分工場 藤原工場 

明星セメント 

敦賀セメント 

図1　太平洋セメント配置図 写真1　日高市の巾着田曼珠沙華公園

２．工場の特徴
（特徴1）

23.4km 離れた秩父市郊外にある武甲山から採掘
した石灰石を、地下長距離ベルトコンベア6基を乗
り継いで、工場の置場まで直接運搬している（埼
玉工場Y ルート）。これによって、トラック運搬に
よる粉じん・騒音の公害を防止している。

（特徴2）
埼玉県日高市と提携し、都市ごみ資源化事業を実

施している。
日高市の家庭ごみや一般事業系ごみをパッカー車

等で直接持ち込み、原料として有効使用している。

                     

                     

                     

                        

 

工場

鉱山 
 Y-6BC

写真2　�埼玉工場Yルート（横瀬ルート）
受入設備（23.4km）

写真3　埼玉工場都市ごみ資源化設備
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（特徴3）
セメント製造工程で発生する廃熱を有効活用し

た廃熱発電設備を導入し、自家発電をしている。
（廃熱発電仕様出力：7,850kW）

（特徴4）
環境への配慮から、CO2排出量の少ないガスエ

ンジン発電設備を導入している。
廃熱発電設備とガスエンジン発電設備の稼働に

より、2020年度に比べ年間62千トンのCO2を削
減した。
（ガスエンジン発電仕様出力：7,800kW×2基）

３．埼玉工場安全衛生組織図
当社は工場従業員合計123名（2024年度　出向・

派遣除く）で、安全衛生組織図は図2の通り。

写真4　廃熱発電設備

写真5　ガスエンジン発電設備
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(工場長)
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製造部 設備部 業務部 安全衛生協力会

安全管理者衛生管理者

衛生担当者 安全担当者

労組支部

図2　埼玉工場安全衛生組織図
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４．埼玉工場の災害
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埼玉工場災害発生状況

死亡 休業 不休

図3　埼玉工場災害統計（運輸会社の災害含む）

過去10年間の労働災害統計の中で、最も記憶に残るのは2023年8月3日の死亡災害である。死亡災
害が発生したため、本社より安全衛生管理の見直し強化を図るよう、「安全管理特別強調事業所」の指
定を受けた（以下、安特指定）。安特指定を受けたら「改善計画書」のマスタープラン策定を行い、同
災害の再発防止はさることながら、多岐にわたる改善・見直しの進捗管理を行う必要がある。また、こ
れら取組みの重要部分はグループ全社へ展開される。

4−1　4M（作業方法・人・管理・設備）別に見た「発生した災害の発生率」について

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.3
16.7

16.6

13.3

4M別発生率

作業方法 人 管理 設備

28.6 

33.3 

23.8 

14.3 

4M別発生率

作業方法 人 管理 設備

2014-2023 年度データ（％） 2007-2013 年度データ（％） 

図4　埼玉工場労働災害を4M別に分類した災害発生率

図4の発生率を見ると2014年度以降は「作業方法」の見直しが必要なことがわかる。そのためには、
「人材の育成」「作業標準書の作成」「災害を防ぐための安全対策」を進めることと並行して、作業員
の適材適所の配置とお互いの特性を理解した上で作業することが不可欠であることが判った。
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５．これまでの安全対策の取組
5−1　KKマップによる「感受性」「敢行性」の自己理解

2011年度全国産業安全衛生大会の住友金属工業㈱様（現：日本製鉄㈱）の取組事例報告より

「危険をわかっているから大丈夫」 

「自分の腕は確かだから大丈夫」 

「以前にもうまくいった」 

敢えて危険な 

行動をとる 

（とっても大丈夫） 

災害 
発生 

危険感受性 

どの程度危険に敏感か どの程度危険を 
受け入れようとするか 

危険敢行性 

自分の中に潜む危険 
敢行性に気付かせる施策 

安全教育 

ＫＫＫＫママッッププとといいうう手手法法をを活活用用  
（ＫＫはKikenKanjusei と KikenKankousei の頭文字） 

図5　危険敢行性に気付かせる取組としてのＫＫマップ

（KK マップについて）
危険から身を守るためには、どの程度危険に敏感になれるか? という「感受性」を高める教育と、

「敢行性」に気付かせる教育が必要である。KK マップは、どの程度危険を受け入れて行動するこ
とができるか? という、「敢行性」に気付かせるための施策である。

2011年の全国産業安全衛生大会で住友金属工業㈱様（現：日本製鉄㈱）による取組事例報告に
感銘を受け情報開示していただいた。

既に有効性を含め広く知れ渡った方策であり、当社の一部の工場では安全強化活動において
2016年に手法を活用し、部署長・リーダーによる教育の方向性や、作業時の配員計画へ反映させた。

（KK マップのやり方）
（1）対象を決定＝当社従業員、協力会社従業員
（2）具体的進め方

①　KK マップ実施要領の読み合わせで理解を深める
②　一人ひとりがチェックリスト（以下）の各項目に回答し判定用チェックリストに記入する
・「感受性」判定チェックリスト
・「敢行性」判定チェックリスト
↓
・判定用チェックリストの作成
↓

「感受性」「敢行性」の該当数が交差したところに印を入れて完成
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（3）結果の活用方法の検討
・各職場で危険敢行性を抑える取組に活用する
・定期的にマップをやり直す（TCC 埼玉工場＝1回/ 半年）

（ＫＫマップ） 

特性を生かして安全ゾーン 過信の不安全ゾーン 

自信のない安全ゾーン ついつい不安全ゾーン 

図6　KKマップの判定図（感受性、敢行性が交差したところに印）

見方として、縦方向は個々人の危険に関する「感受性」の傾向を示すもので、上にいくほど「感
受性」の高さを示す。横方向は右に行くほど「敢行性」が強い傾向にある。

評価の例としては左上に位置された人達は感受性が高く、自分の特性を生かして安全に作業でき
る人達。次にその右側に位置した人達は、危険とわかっていても危険を避けようとせず、自信過剰
に突き進む傾向にある人と考えられる。

　下の左側に位置した人達は、自信のないタイプの人達が当てはまる。更にその右側に位置した
人達は危険に関して感受性が弱く、かつ敢行性が進む人達と考えられる。

（評価にあたっての注意）
図6のグレーゾーン（カラー版ではオレンジ）に位置した人は何らかの再教育が必要な人かもし

れない。
このように説明すると左上角に位置する人が良い、ということになるが、その日・その時・おか

れた立場・体調などによって回答は変わってくるものである。
そして気を付けなければいけないのは、このマップは個人の人格を決定づけるものではないこと

である。
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鈍 感 

敏 感 

回

避

敢

行 
感受性が高く、その特性
を生かして安全な行動が
できるタイプ 

感受性は低いが、危険を
回避する傾向は強く、自
信のない安全行動をす
るタイプ 

感受性は高いが、危険を
避けようとせず、自信過
剰に不安全行動をする
タイプ 

危険に関して鈍感であ
り、危険な行動も敢えて
行うタイプ 

図7　マップの見方の参考例
（取組の効果）

現在では日本製鉄㈱様から許可をいただき、設問が弊社の取組に沿った内容になっており、当社
従業員や協力会社従業員の危険敢行性に管理者及び自分自身に気付かせるための施策として継続的
な活動となっている。

5−2　指差し呼称の強化活動
アジアクリエイト㈱様からのレンタルした指差し呼称体感デモ機（2015年度）

写真6　指差し体感装置

写真6は2015年度にレンタルした指差し体感装置です。
やり方は1回目に指差しをしないで所定のパネルをタッチし、2回目は指差し呼称をしながら行う。

勿論、指差しをした方が正解率は高くなるが、1回目は指差しをしないでパネルをタッチしなければ
いけないところ、自分の行為を「確認」するために思わず声を出して指す人もいた。

（取組の効果）
指差し呼称はヒューマンエラーを極力なくすための取組であり、この機器は作業に取り掛かる前

に気持ちを切り替え、判断力を高める為のデモ機となった。
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5−3　VR危険体感装置の導入
三徳コーポレーション㈱様より購入のVR 装置の導入（2018年度より）
実際に危険体感をしていただくのは被験者にもハードルが高いが、バーチャルの世界であれば取り

組むことができる。
安全にリアルな体感が可能であること、また、若い人の受容のしやすさより導入した。
現在では、①転落体感、②感電体感、③巻き込まれ体感、④重機との接触体感、の4種類のシナリ

オを活用している。写真7左は転落体感の風景であるが、デモ配置場所は構内の体育館のようなスペー
ス（講堂）を使った。今では写真7右のように、VR 専用ルームを完備している。

この装置は当社グループ内で貸出も行っており、これまで他工場や他事業所を合わせて2千人を超
える方々に体感していただいている。

写真7　VR体感風景

（取組の効果）
経験の浅い従業員やベテランが一緒に危険体感を共有することで、実際の作業現場のリスクを皆

で話し合いをすることにつながった。

６．2024年度の工場長方針に基づいた、物損事故低減の取組
労働災害の低減はもちろんのこと、工場長の方針に基づいた物損事故低減のマスタープランを作成

し、活動を展開している。
最近では、物損事故が多い工場内中央通りの、トラックの荷台上に上がる際使用する安全帯装着設

備で物損事故低減対策を行った（図8）。写真8左はトラックの寄せ過ぎ防止対策で、幅寄せ防止板を敷
き詰めてトラックがそれ以上奥に行かないようにしたことでロープを切られる、柱へ衝突するリスク
を低減した。

写真8右は昇降ロープを戻さなかったことによる、ロープ切断に対する物損事故対策で重りの重さで
ロープが下がる様に改善した。
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並行してトラックドライバーの皆様にも運行前に1周点検を行うようご協力いただきたく、工場内の
運輸部会の各社（12社）と関係事業部にお願いしているところである。

写真8　物損事故対策取組現場写真
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図8　物損事故件数の推移

前述対策はまだ試行評価中であるが、マスタープランに沿った全体取組みにより物損事故件数は右
肩下がり傾向である（図8）。

物損事故については、「人はミスを犯す生き物である」ことを理解した対策立案により、2024年度に
ようやく「事故」が発生する前に事前の安全対策として計画的に取組む、先取りができるようになった。

（取組の効果）
当該エリアの物損事故件数の低減はグラフからも分かるが、他にもトラック後進時の目安として

ラインを引くなど、運輸各社にアイデアを出していただくことで、全体的に事故件数が減少傾向に
ある。

７．最後に
これまで説明した災害を防ぐための取組を今後も継続・見直しを行い、様々な情報を収集できるよ

うアンテナを高く張り、その情報を活かして基本的活動をマンネリ化させないように、災害防止に取
り組んでいきたい。また、物損事故低減活動と同様に、災害防止についても実態確認による潜在リス
ク低減を図り、先取り活動となるよう展開していきたい。
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「山口工場�宇部地区の安全の取り組み」について

UBE 三菱セメント株式会社　山口工場宇部地区
環境安全課　向井　哲

１．工場の概要
⑴　工場の概要

2025年4月に宇部セメント工場と伊佐セメント工場
を統合し、山口工場として一体運営を開始しました。
今回は、山口工場宇部地区での安全の取り組みを報
告します。

セメント主原料である石灰石は、山口県美祢市に
ある伊佐鉱山から全長約32km の専用道路で、88t 積
大型トレーラーを使って運んでいます。1925年から
操業を開始し、100周年記念イベントも今年度行う計
画です。

多品種のセメント製造が可能な工場であり、品質
管理を強化して廃棄物使用を促進し、GX への取組みとして、アンモニアの実機混焼テストを実施す
るなど新たなチャレンジを行いながら、工場一丸となって日々安定操業に励んでいます。

写真1　山口工場宇部地区工場全景
⑵　沿革

1923年9月　宇部セメント製造株式会社設立
1942年3月　宇部セメント製造㈱等4社の合併により宇部興産㈱設立
1982年3月　宇部伊佐専用道路全面開通（全長約32km）
1996年4月　NSP キルン完成（能力：クリンカベース5,000t/日）
2022年4月　UBE 三菱セメント㈱宇部セメント工場
2025年4月　山口工場に改称（宇部セメント工場と伊佐セメント工場を一体運営）

図1　山口工場宇部地区位置図
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２．工場組織と人員
工場の安全衛生組織は、工場長をトップに宇部地区167名（2025年2月末日現在）、協力会で組織す

る「善隣会」3部会と合わせて、537名で組織しています。安全小集団として（社員+ 常傭協力会社）
44チームを作っています。小さな集団で安全や改善活動することで、自律した活動を目指しています。

図3　協力会組織図図2　山口工場組織図

３．安全活動
⑴　労働災害発生状況

2020年以降の労働災害発生状況です。社員は
2002年3月15日以降無災害を継続して2月末現
在で920万時間を超えました。協力会社の2023
年度の輸送船による休業災害はセメント協会へ
は別途報告しており、こちらのカウント外では
ありますが当工場の災害と捉え安全活動を進め
てきています。協力会社のセメント協会の統計
の起算日は、2014年の8月1日です。

⑵　安全活動の取り組みについて
	①　安全宣言の日

年度初めに工場環境安全管理計画を基に作成した各職場の環境安全活動計画と目標の遵守を職場
代表及び協力会部会長が宣言し、一丸となって活動を進める機会として行っています。

写真2　安全宣言の日

表1　労働災害発生状況
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②　基本ルールの読み合わせ
災害の原因の内、「基本ルールを守れなかった」、または「基本ルールを

知らなかった」などが出てきます。そういった原因の災害を撲滅するため
に2006年から基本ルール集を作成して読み合わせをする活動を現在まで
継続しています。2019年には常日頃から持ち歩ける手帳サイズで作成し
て従業員及び常傭協力会社員へ配布し、常に持ち歩き分からないことが有
れば確認できるようにしています。今年4月から山口工場となったので、
伊佐地区のルールを確認してより良いものに更新していこうと考えていま
す。

③　イエローカード制度
過去の災害を思い起こし教育を職場のミーティ

ングや安全会議等で継続して行っています。中で
も重大災害事例に結び付く安全ルールの①運転禁
止措置の違反②高所安全帯使用の違反③⽕気使用
ルールの違反について絶対に守らなければならな
いルールとしてイエローカードの対象としました。
対象以外でも即座に災害に繋がる違反にも発行す
ることが有ります。痛ましい災害を2度と起こさな
いことと基本ルール遵守の徹底を図ることを目的にしています。

④　職長再教育
一般的には職長の能力向上教育ということで、各社で受講や教育を行っていると思いますが、当

工場では2009年から2年毎に受講するルールで運用しています。それは、責任者が作業に没頭する
ことで、他の作業者の状況を確認できなかったことで発生した災害や責任者自らが負傷した災害が
続いたことで、職長の役割や責務の再認識や、法
令の改訂などを教育するようにしています。職
長は職場の安全活動及び災害防止のキーマンで
す。従業員にルールを守らせ、仕事の方法を指
導するなど多くの役割が有ります。当工場の災
害の状況をみると新人や未習熟な方など経験が
浅い方の事例が散見されますので、職長への教
育の充実が必要だと考えています。

⑤　業務委託契約等の研修
業務委託契約を結んで工場内で働いている協力会社の方は多数います。その中で特に工事の業務

委託契約を中心に会社が（発注者）として元方事業者に行うこと、行ってはいけないことを改めて
管理職及び工事担当者を中心に外部講師（元労働基準監督署の課長）を呼んで行っています。引き
続き未受講者への教育も行っていきます。

写真3　基本ルール集

図4　イエローカード制度仕組

図5　職長再教育資料抜粋
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⑥　3F（不安、不満、負担）・YYK（やりにくい、やり直す、気を遣う）活動
これまで長くやってきた作業の中で、若い人が見た時に、これは危ないと思う作業、やりたくな

い作業などを改善する活動として2022年から3F（不安、不満、負担）・YYK（やりにくい、やり
直す、気を遣う）活動を開始しました。抽出した作業をリスクアセスメント同様に職場、課、工場
の単位で評価し、小集団活動を通して改善しています。大きな費用が掛かる案件については3F・
YYK 活動用の予算枠を取り、優先順位をつけて年次展開して対策を実施しています。

表2　3F・YYK評価基準抜粋

⑦　Good	job 活動
労働組合が実施したアンケート結果で「褒めた」、「感謝の気持ちを受けた」、「感謝の気持ちを伝

えた」の評価が低かったため、コミュニケーションの活性化と褒める文化の醸成を目的として2017
年から全日本空輸株式会社の活動を参考にGood	job 活動を開始しました。提出数は月平均30件程度
で推移しています。Good	job カードだけにこだわらず「褒める」を意識したコミュニケーションを
推進していますが、なかなか褒める文化を高めるに至っていないため、向上させたいと考えています。

図6　Good�job カード

⑧　S（セーフティ）&		H（ヘルス）座談会
	2022年から、安全小集団の活動状況や課題、問題点、要望事項等を工場長交えて毎月意見交

換する場として座談会をスタートしました。現場の生の声を聞く機会となっており、要望事項に
ついては、改善、対策の要否の確認や実施状況をフォローしています。社員及び協力会社の小集
団リーダーと工場トップとのコミュニケーションの場となっており、山口工場としての新たな展
開を考えています。

４．おわりに
2025年4月から宇部セメント工場と伊佐セメント工場を一体運営する山口工場となりました。今まで

それぞれの工場で築いてきた安全活動の良い面を融合して課題の解決をおこない、新たな安全文化を
築いていきたいと考えています。目標は災害ゼロです。そのためにも、あいさつ、褒めるなどコミュ
ニケーションを活性化して良い雰囲気をつくり、基本ルールを守ってより安全で風通しの良い職場を
目指して安全活動を推進していきます。
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労働災害の撲滅に向けて�
～危険体感教育への作業前KY実践教育導入～

UBE 三菱セメント株式会社
九州工場　環境安全室　佐藤�洋

１．工場概要
九州工場は福岡県北東部の苅田町と北九州市に3つの工場を有しており、各々の名称は立地している

市区町村名を用いて「苅田第一地区」「苅田第二地区」「黒崎地区」としております。今回ご報告する
危険体感教育は苅田第一地区構内にある危険体感センターで実施している取り組みになります。

写真１　九州工場　苅田第一地区　全景 図１　苅田町の所在地

九州工場苅田第一地区は、地区名称の通り福岡県京都郡苅田町に工場があり、国際貿易港である苅
田港に面し6つの桟橋を有しています。また工場から西約12km の位置には日本有数のカルスト台地“平
尾台”があり、その平尾台にある東谷鉱山より主原料である石灰石をベルトコンベアを用いて輸送し
ています。このように九州工場は“6つの桟橋を持つ臨海工場”と“効率よく主原料を調達できる山元
工場”の二つの特性を併せ持つ汎用セメントとしては国内最大の生産能力を誇るセメント工場です。

表１　九州工場　苅田第一地区　生産品目・生産能力等

主要生産品目 普通ポルトランドセメント、高炉セメント、セメント系固化材、石灰石砕砂

生産能力 630万トン/ 年 敷地面積 902,200m2（東京ドーム約20個分）

操業開始 1920年5月 社員数 280人（2025年3月末）
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表2　九州工場　苅田第一地区　沿革

1920年（大正9年） 1号キルン⽕入れ　※豊国セメント㈱として操業開始
1968年（昭和43年） 2号キルン⽕入れ
1972年（昭和47年） 3号キルン⽕入れ

1973年（昭和48年） 4号キルン⽕入れ
社名・工場名：三菱鉱業セメント㈱九州工場

1979年（昭和49年） 5号キルン⽕入れ
1990年（平成2年） 社名・工場名：三菱マテリアル㈱九州工場

2000年（平成12年） 社名・工場名：三菱マテリアル㈱九州工場苅田地区
※黒崎工場を九州工場に統合

2022年（令和4年） 社名・工場名：UBE 三菱セメント㈱九州工場苅田地区
※新社発足

2024年（令和6年） 社名・工場名：UBE 三菱セメント㈱九州工場苅田第一地区
※苅田セメント工場を九州工場に統合、3地区化

２．九州工場の危険体感教育
1）経緯

今から10年以上前の2012年頃、当時九州工場では労働災害が増加傾向にありました。それら災害
の要因を見ると罹災者に危険を感じとる能力が⼗分に備わっていないことが挙げられたため、設備や
作業の危なさの実感・体験によって危険を回避する能力を醸成することを目指し、2013年に苅田地
区（当時の名称）の敷地内に危険体感用の施設「名称: 危険体感センター」を設け、九州工場環境安
全室の教育担当2名を講師として危険体感教育をスタートさせました。以来11年間弊社従業員と協力
会社従業員の計2,675名が受講してきました。

2）発足時の危険体感教育
発足当時は“九州工場・他工場で発生した災害事例”、“触れる機会の多い機器”、“実施する頻度の

高い作業”、これらを考慮して下記9つの危険体感教育からスタートしました。

①ローラー挟まれ ②ベルト巻き込まれ ③ドラム缶取り扱い

④バキューム吸い込まれ ⑤ボール盤ドリル巻き込まれ ⑥玉掛ワイヤー挟まれ
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⑦感電 ⑧墜落・落下 ⑨梯子・脚立

3）スタート以降追加した危険体感教育
工場内での危険体感教育を開始した2013年度以降、災害の増加傾向に歯止めをかけることはでき

ましたが、危険体感教育ではカバーできなかった災害の発生を受け、“発生した災害の重篤さ”、“繰
り返される災害の型”、これらを踏まえて新たな危険体感教育を考案・導入してきました。

⑩通路障害物 ⑪グラインダー弾かれ ⑫ロータリーバルブ
挟まれ･巻き込まれ

⑬巻揚げ機挟まれ

⑭マンホール蓋挟まれ ⑮躓き・転倒 ⑯声だし

⑱小ケース取扱⑰高所作業・足場

教育する内容の一つ
【レストレイント方式】
落下を防止する位置に墜落
制止用器具フックを掛ける
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３．2024年度の取り組み
1）九州工場2024年度の安全成績

2024年度、九州工場では災害が多発し、不休災害や構内で治療可能な軽微な災害も含めた災害発
生件数は例年のおよそ2倍という猛省すべき1年になりました。このような状況下、災害の連鎖を断
ち切る新たな取組・対策を検討するため、近年九州工場で発生した災害の要因や傾向を分析しました。
それら分析の中から、本資料では“不安全な状態”と“不安全な行動”の二つの側面の要因分類、ま
た罹災者の年齢・経験年数をご紹介します。

2）災害の要因分類
九州工場で発生した災害を“不安全な状態”と“不安全な行動”の二つの側面で要因分類した結果

は以下の通りです。（九州工場3地区で2024年度に発生した災害の要因）

図1　不安全な状態　災害要因 図2　不安全な行動　災害要因

・	“不安全な状態”の図1で色を付けた項目は、罹災前に“不安全な状態”を目視で確認可能であり、
作業前に一呼吸おいてKY を実施していれば災害防止が可能だった事案です。【全体の46%】

・	“不安全な行動”（図２）で最も多かった要因はKY 不足でした。【全体の42%】
・	グラフにしなくてもKY の大切さは分かりますが、やはり“作業者のKY 強化”が災害防止のキー

ポイントでした。

3）罹災者の年齢・経験年数
九州工場で発生した災害の罹災者年齢・経験年数の散布図は以下の通りです。（苅田第一地区で過

去10年に発生した従業員災害の年齢・経験年数）
・	経験年数（縦軸）は10年未満、そして年齢（横軸）

は30歳未満が非常に多いです。【全体の71%】
・	経験が0 〜数年の人は知識不足によって危険に気付い

ていない可能性があります。
・	経験が数年〜 10年近い人も多いですが、コロナ禍で

繰り返し教育を延期してきた影響や慣れによる油断
（感性の低下）もあると思われます。

図３　罹災者の年齢・経験年数
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4）危険体感教育の改善
危険を危険と感じるために必要な“知識”“感性”を高めるための手段として、コロナ禍で思うよ

うに実施できなかった危険体感教育の繰り返し教育、これを2024年度は改めて推進することとしま
した。ただし、過去に実施した教育をそのまま再び開催する訳ではなく、要因分析で記載した“作業
者のKY 強化”を加味した内容へと改善しました。

以下はドラム缶の危険体感教育の改善事例です。この改善は、2024年度に発生した「ドラム缶を
移動させる作業で隣のドラム缶との間に作業者が指を挟んで骨折した従業員災害」を教訓にしたもの
です。

< 従来の危険体感教育のやり方>
①	講師から受講者にドラム缶に関する災害リスクを説明します。
②	講師がこれから実施してもらう体感行動を説明・実演します。（ドラム缶に挟まれると骨折す

るリスクについてドラム缶と割り箸を使って説明します）
③受講者ひとり一人に体感してもらいます。

< 改善した危険体感教育のやり方>
①	受講者を3 〜 4名のグループに分けます。
②	体感設備の場所には1グループずつ来てもらいます。（全員まとめて実施しない）
③	下図の通り講師はドラム缶を移動する作業を受講者グループに依頼します。

図4　改善後のドラム缶危険体感教育

④	受講者グループは下記を実施します。
イ）作業計画を立てる（作業方法・手順を検討する：次頁写真2参照）
ロ）KY を実施（現場・現物で危険ポイントを抽出：次頁写真3参照）
ハ）各自の危険のポイントをグループ内で共有
ニ）危険ポイントを考慮して安全確保した上で依頼された作業を実施

※	講師が全てを説明するのではなく、受講者に作業方法や危険のポイント等を考えてもらいます。
【KY の実践教育です】

※	各々が感じた危険ポイントをグループ内で共有するので、自分では気づかない危険に気付くこと
ができ、各個人の危険に対する感性向上につながります。
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写真2　作業方法・手順の検討 写真3　KY実施

⑤	講師は受講者グループの作業計画作成や実際の作業を横で見ながら、必要に応じて助言・指導
を行います。

⑥	最後に割り箸を指に見立てドラム缶に挟まれると骨折することを説明します。

5）改善した危険体感教育の受講実績
12月から危険体感教育の中に上記ドラム缶移動に関するKY 実践教育を導入、その後2024年度内

に苅田第一地区の製造部門・設備保全部門からおよそ100名が受講しました。また、罹災者の年齢・
経験年数分布のところで記載したように、過去災害では特に経験年数10年未満の罹災者が多かった
ことから、経験10年未満の若手従業員は受講必須としました。

6）改善した危険体感教育の効果
受講者ひとり一人が今回教育で学んだことを日々活用することで、労働災害の未然防止につながる

ことが期待されます。また、危険体感教育の効果についても今後検証し、より効果的な教育になるよ
う教育内容を改善することとします。

※受講者からは
・KY を取り入れた教育に変化しており、以前より実践的になったと感じた。
・	作業方法や注意点、皆同じ認識だと思っていたがそれが人によって違うことが分かったので、慣

れた作業でも事前の打ち合わせやKY が重要だと学んだ。
このようなご意見があり、本教育の効果を感じています。

7）ドラム缶移動以外の危険体感教育の改善【KY の実践教育】
2023年度〜 2024年度に発生した災害の中には、ローラーコンベア点検時に手袋が引っ掛かり巻き

込まれた災害があったことから、「ローラー巻き込まれ体感教育を活用したKY 実践教育」も導入し
ました。

また段ボール箱の運搬時に腰を痛めた災害もあったことから、「小ケース取扱体感教育を活用した
KY 実践教育」も構想中です。（事務系従業員向けの体感教育に導入する予定）

他にも「マンホール蓋挟まれ体感教育」「高所作業・足場体感教育」のKY 実践教育も導入候補と
して考えています。
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４．その他取り組み（2024年度の新規取り組み）
1）指差呼称励行を呼びかけるティッシュ配布

2024年度の災害を振り返ると作業前の「ひと呼
吸・一人KY」が不⼗分だったケースが多かったこ
とから、「ひと呼吸・一人KY」を根付かせるため
には『指差呼称』を全員が習慣として日々実施す
る必要があると考えました。そこで改めて『指差
呼称』の徹底を呼び掛ける安全声掛け運動を2024
年12月から展開中です。

安全声掛けは定期的に“始業前の出勤時間帯”ならびに“終業後の退勤時間帯”に管理職や安全担
当者が工場入口で実施し、これまで声掛け時に配布していたビラ（印刷紙面）を、今回の活動から写
真のようなティッシュに変更しました。（ティッシュを使うたびに見てもらうことが意識定着の一助
になると考えました）

2）二輪車に特化した交通安全講習
2024年度の従業員の災害の中には、工場内をス

クーターで移動中に転倒して罹災したものもあり
ました。この災害発生を受け、『二輪車の危険』に
特化した交通安全講習を地元警察署のご協力のも
と開催しました。これまでにも警察署のご協力を
得て交通安全講習は定期的に実施していましたが、
今回初めて『二輪車』にスポットを当てて講習会
を依頼・開催しました。

５．今後の課題と取り組み
KY の実践教育を取り入れた危険体感教育は昨年12月から始めたばかりです。2025年3月末時点の受

講者は、現業部門を中心に対象者は苅田第一地区の従業員のみとなっています。これを今後は苅田第
一地区の他部門・他部署に拡大、また苅田第二地区や黒崎地区の従業員、更には協力会の方々へと広
げて行く予定です。今後定期的な繰り返し教育も進める中で、マンネリ化して教育効果が低下しない
よう、継続して危険体感教育を見直して行きます。

また、今回の取り組みでは経験年数10年未満の方を主なターゲットにしましたが、2024年度は60歳
を超える高齢者の災害も2件ありました。その2件の災害は、熱中症が1件、そして転倒災害が1件で
あり、これらは知識不足・経験不足という要因ではなく、どちらも「まさか自分が」といった油断が
背景にあります。このような高齢者の災害防止も今後の課題として取り組んで行き、世代に関係なく
安心して働くことができる工場を目指して参ります。

写真４　配布したティッシュ　

写真５　交通安全講習（二輪車版）
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安全への取組みについて

日立セメント株式会社
安全衛生事務局（総務課）　阿内　涼太

1．はじめに
⑴　日立工場の概要

当社の日立工場は茨城県の北東部、太平洋に面した日立市の中央部に位置します。日立市は東に太
平洋、西には多賀山地の山々に囲まれた自然豊かな企業城下町です。国内では珍しく工場はJR 常磐
線日立駅前の市街地中心に立地し、創業から110年以上同地において地域住民の方々や行政関係のご
理解とご協力の下で操業をしています。

2019年にキルンの稼働を停止し、セメント・クリンカの生産受委託による生産販売体制に移行す
る事業構造転換を実施しました。

写真1　工場全景と位置図
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⑵　従業員数と年齢構成
日立工場の従業員は、2025年3月末現在、男性59名、女性6名の計65名で平均年齢は49歳です。

年齢構成は30歳未満が9％、30代が11％、40代が28％、50代が29％、60歳以上が23％と50代以上
が約半数を占めており、近年は年齢層の薄い若年層を中心とした社員の採用に取り組んでいます。
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図1　従業員年齢構成

⑶　安全衛生管理組織

図2　日立セメント株式会社　安全衛生管理組織図
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2．労働災害発生状況
日立工場の過去10年間（2015年〜 2024年）の災害発生件数は18件で、休業災害が10件、不休災害

が8件でした。2016年までは年間6件、それ以降は年間1件程度で推移していましたが、2024年は休業
災害が1件、不休災害が2件発生してしまいました。
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図3　労働災害発生状況（鉱山含む）

災害を事故の型別で分類すると、「はさまれ・巻き込まれ」、「墜落・転落」で全体の50％を占めてい
ます。「はさまれ・巻き込まれ」では5件中4件が休業災害、「墜落・転落」では4件中2件が休業災害
でした。
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図4　事故の型
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年齢層別に災害発生件数をまとめると、7割の災害が50才以上で発生していました。経験期間別では、
5年未満が半数以上を占めており、経験20年以上の災害も多く発生しています。特に直近5年間で発生
した従業員の休業災害はいずれも経験20年以上の50代ベテラン従業員の災害でした。

0

1

2

3

4

5

6

7

図5　年齢構成
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図6　経験期間

3．災害防止の取組み
日立工場では、年度ごとに策定した計画を基に「安全と健康を守ることは、すべてのことに優先する」

を基本方針とし、職制の陣頭指揮と従業員全員参加により、災害ゼロの達成と健康で明るい職場作り
を推進しています。

表1　令和6年度　安全衛生管理推進年間計画表
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⑴　各種労働災害防止運動の展開
7月の全国安全週間や10月の全国労働衛生週間等の各種労働災害防止運動にあわせて、それぞれ計

画を立て活動を実施し、安全意識のより一層の向上に取り組んでいます。

図7　実施計画と活動報告
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⑵　職場の安全総点検の実施
毎年6月と2月に職場の安全総点検を実施し、職場毎に災害リスクの洗い出しを行い応急対策の実

施をすると共に職場で対応できない対策・要望については安全衛生委員会で実施検討をしています。

図8　安全総点検表

⑶　災害発生個所、危険個所の改善
災害が発生した個所や職場の総点検、安全パトロールの際に発見した危険個所については早急に応

急対策を実施し、時機を見て恒久的対策を実施しています。

図9　安全対策
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⑷　ヒヤリハット・⾚チン災害報告
過去10年間の推移を見ると、2019年の事業構造転換後、直接部門からの報告が極端に減り報告数

は大きく減少しました。2020年度からは報告数の見える化を図り各部門へ提出を促す取り組みを始
めた結果、報告数の増加がみられてきました。
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図10　ヒヤリハット・赤チン災害　報告件数

表2　ヒヤリハット・赤チン災害　提出件数一覧表

2024年度

⑸　改善提案活動
改善提案も2019年の事業構造転換後に報告数が大きく落ち込みましたが、地道な啓発活動が功を

奏し直近2年は600件を超える報告がありました。昨年の日立工場の改善報告件数は612件で、その
うち安全に関する報告が205件ありました。まだまだ改善意欲が低い職場もあるので、引き続き従業
員の意識向上に努めていきます。
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図11　改善提案報告件数
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表3　改善提案・報告提出件数一覧表（2024年度）

⑷　緊急時教育訓練の実施
・消⽕訓練（6月、11月）	 消⽕栓の使い方、ホースの取扱い、放水
・避難訓練、安否確認訓練	 大地震発生を想定し、避難場所へ避難し、安否確認

写真2　消火訓練 写真3　安否確認訓練

4．まとめ
日立工場では毎年、労働災害ゼロの達成を目指して各種活動に取り組んできましたが、結果として

2024年度はゼロ災を達成することはできませんでした。
⽕災や近年増加傾向にある熱中症災害が発生しなかったことは、安全活動の成果の表れであると考

えていますが、その一方で、活動が「マンネリ化」「形骸化」してきていることが災害の増加につながっ
ているのではないかという思いも強くなりました。

今後は、安全活動に新しい工夫を取り入れて安全意識レベルの向上を図り、工場で働く一人ひとり
が常に「安全最優先」に作業に取り組むことができる、安全で安心できる職場づくりを目指していき
ます。
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